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基本理念

基本方針

1 経営の基本方針

未来につなぐ安心・安全な下水道

清潔で快適な生活環境の確保

災害に強いまちづくり
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基本方針を達成するための取組

1 経営の基本方針

ａ 資産の老朽化対策（長寿命化と更新投資の平準化）

ストックマネジメント計画を策定しました。当計画に基づき、計画的
な点検・調査を行うとともに施設の改築工事を段階的、計画的に実施す
ることで、施設の適正な維持管理と長寿命化に引き続き取り組んでいき
ます。

b ダウンサイジング・スペックダウン

既存の施設・設備について更新投資を行うにあたっては、将来の人口
減、水需要の低下を視野に入れ、更新投資の対象となる汚水管渠の更新
後の性能(サイズ、耐用年数、能力等)の合理化に取り組むことにより、必
要となる経費の節減を検討します。

1 効率化・健全化のための取組
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基本方針を達成するための取組

1 経営の基本方針

c 水洗化の促進

本町の「利根町下水道接続支援補助金」及び「利根町水洗便所改造資
金の融資あっせん及び利子補給」制度の活用も含めて理解を促し、公共
下水道への接続の一層の推進を図ってきました。今後も補助金等の制度
の案内を行いながら接続の勧奨を続け、水洗化の促進を図ります。

d 下水道使用料の適正化

令和6年度に経営戦略の改定を行い、令和7年度に下水道使用料の適正

化の検討を行うこととしました。今後は、下水道事業の経営状況を踏ま
えつつ、5年以内に下水道使用料の適正化を検討し必要に応じて改定を行
います。

1 効率化・健全化のための取組
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基本方針を達成するための取組

1 経営の基本方針

2 抜本的改革への取組

a 広域化・共同化に関する取組

茨城県南水道企業団と共同で行っている下水道使用料徴収業務につい
ては、検針・料金徴収業務を隔月にすることで人材や委託経費の縮減が
期待できることから、実施に向け検討を進めます。

b 民間活用に関する取組

汚水管の改築に係る国費支援に関して、緊急輸送道路等の下に埋設され
ている汚水管の耐震化を除き、ウォーターPPP導入を決定済み（公募済み）
であることが令和9年度以降の交付要件とされました。これを受けて、本町
では、令和9年度までにウォーターPPPの導入に向けた公募を実施し、令和
10年度よりウォーターPPPを開始することを目標として検討を進めます。
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参考資料「ウォーターPPPについて」令和5年6月国土交通省資料より抜粋
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参考資料「ウォーターPPPについて」令和5年6月国土交通省資料より抜粋
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基本方針を達成するための取組

1 経営の基本方針

a 浸水対策に関する取組
内水ハザードマップの作成を進めております。「内水ハザードマッ

プ」は、内水氾濫に関する情報等を住民に分かりやすく提供するととも
に、住民を円滑に避難・誘導するための機能や自助及び共助を促すため
の機能を有することから、早期公表を目標に進めてまいります。

※内水氾濫とは，大量の雨に対して排水機能が追い付かずに，処理しきれない雨水で土地
や建物が水につかってしまう現象のこと。

4 防災・減災対策の取組

b 危機管理等の体制整備
地震や水害等による大規模災害発生時にあっても、適切な業務執行を

行うことを目的とした業務継続計画（ Business Continuity Plan）を策
定していますが、これを基本として、下水道事業の実態に合わせ見直し
を行っていきます。
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基本方針を達成するための取組

1 経営の基本方針

c 耐震化に関する取組

下水道施設が被災した場合、公衆衛生問題や交通障害の発生ばかりか、
トイレの使用が不可能となるなど、住民の健康や社会活動に重大な影響
を及ぼします。重要な施設の耐震化を図る「防災」、被災を想定して被
害の最小化を図る「減災」を組み合わせた総合的な地震対策を推進して
いきます。
主な取り組みとして、下水道管渠施設の耐震化を推進します。

4 防災・減災対策の取組
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1 現経営戦略（計画期間：令和7～１6年度）を5年に１度改定する。
なお、推計期間：令和7～36年度とし長期の推計を行う。

2 人口や汚水量等の推計、下水道施設の老朽化に伴う更新費用や
物価上昇等を踏まえた投資財政計画を策定する。

3 令和７～１６年度の収支を維持する上で必要となる使用料の検証
を行い、経営上必要性が認められる場合には使用料適正化の検討
を行う。

2 投資財政計画の基本的な考え方
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算定条件

1 人口は、国立社会保障・人口問題研究所の令和５年度推計を採用

2 年間有収水量は、１人当たり有収水量96.95㎥（令和5年度実績）に
水洗化人口を乗じて求めた

3 一般会計からの繰入金は、総務省の繰出基準に基づく基準内繰入
金、それ以外の基準外繰入金に分けて算出した。

3 投資財政計画 推計の考え方（収入）
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主な増減要因 （）内はR5年度比

（１） 利根町の人口減少
行政区域内人口 R16年度 11,820人 （△3,451人）

（２） 人口減少に伴う処理区域内人口の減少
水洗化人口 R16年度 10,446人 （△3,050人）

3 投資財政計画 推計の考え方（収入）
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主な増減要因 （）内はR5年度比

（３） 水洗化人口の減少に伴う有収水量の減少
水洗化人口 R16年度 998㎥ （△289㎥）

3 投資財政計画 推計の考え方（収入）
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主な増減要因 （）内はR5年度比

（４） 有収水量の減少に伴う下水道使用料の減少
下水道使用料 R16年度 1億1千8百万円 （△3千5百万円）

3 投資財政計画 推計の考え方（収入）
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（5）一般会計繰入金の推計

計画期間内の収益的収入と資本的収入を合算した一般会計繰入金は、
次に示す通りとなります。
一般会計繰入金には、公費で負担すべき「基準内繰入」と本来であれ

ば企業の自己財源で負担すべき「基準外繰入」があります。毎年3千万円
以上の基準外繰入金が必要となる見通しです。

3 投資財政計画 推計の考え方（収入）



15

必要な額を繰り入れ

✅一般会計が負担すべき経費
公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない、あるい
は客観的に充てることが困難なもの。

下水道事業における経費負担区分の基本前提として、雨水処理は公費、
汚水処理は私費という「雨水公費・汚水私費の原則」があり、雨水処
理に要する経費など、公費（一般会計負担金：税金）で負担すべき経
費は、国により「繰出基準（基準内繰出）」として定められています。

下水道事業

3（5）一般会計繰入金 雨水負担金
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■合流式と分流式

分流式下水道

昭和45年の下水道法改正以降、水質保全の観点より下水道は「分流式」が採用されている

分流式下水道は合流式下水道に比べて整備コストが高くなるため
資本費の一部を公費で負担します。

汚水と雨水を同じ一つの下水道管に
流す仕組み

汚水と雨水をそれぞれ別々の下水道管に
流す仕組み

合流式下水道

3（5）一般会計繰入金 分流式負担金
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■分流式下水道等に要する経費について

分流式下水道等に要する資本費の一部について繰り出す
ための経費である。

資本費のうち、その経営に伴う収入をもって充てることが
できないと認められるものに相当する額とする。
（汚水処理原価150円／ｍ３を超える額）

使用料単価が150 円 ／ｍ3を超えている場合は、使用料
収入が増加すると分流式経費の負担金（基準内繰入金）が
減少するという算定方法となっている。

3（5）一般会計繰入金 分流式負担金
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■使用料収入と分流式負担金のイメージ図

① 資本費を除く維持管理費が150円／m3以下のため、
使用料単価を150円／m3とすると、収益的収支の基準外繰入金が解消する

② 使用料単価が150円／m3を超えると分流式経費分が減少し、収入総額は変わらない

③ 分流式経費分が解消されると、次に資本的収入の基準外繰入金が減少する

④ 基準外繰入金が解消されると、収入が増加する

① ② ③ ④

使用料収入

増収分
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その他
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使用料収入
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分流式
経費

その他

使用料収入
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3（5）一般会計繰入金 分流式負担金
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4 投資財政計画 推計の考え方（支出）

施設の更新投資の考え方

１ 本町は昭和52（1977）年度に供用開始のため、令和10（2028）年度には
50年経過し本格的な施設の更新時期を迎えることになる。

２ 耐用年数に合わせて更新を実施した場合、特定の年度に集中して多額の投
資が発生する。

３ 計画的に適正な維持管理による長寿命化や将来の汚水量を見据えた効率的
な投資を行うことにより、施設の安全性の維持と更新費用の抑制および平準
化を図る必要がある
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施設の見通し

（１） 汚水管渠の老朽化の見通し（老朽化率）
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4 投資財政計画 推計の考え方（支出）
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4 投資財政計画 推計の考え方（支出）

施設の見通し

（2） 50年経過汚水管渠の取得価額の見通し

R16年度 43億4千6百万円
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4 投資財政計画 推計の考え方（支出）

投資計画

供用開始から50年以上経過し法定耐用年数を迎える管渠が増加することから、
今後の投資の中心は、更新投資となります。ストックマネジメントの考え方に基づ
き、特定の年度に更新投資費用が集中しないよう平準化を図りながら行う予定で
す。
現状の更新投資年間3千万円から、令和12（2030）年度からは1億2千3百万
円、令和17（2035）年度からは2億6千4百万円、令和27（2045）年度には
ピークを迎え4億2千1百万円の更新投資を見込みます。
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4 投資財政計画 推計の考え方（支出）

投資計画による有形固定資産減価償却率

減価償却率は、現状の更新投資のペースでは10年後の令和16（2034）年度に
8割を超え上昇し、老朽化が進んでいきます。
見込みの更新投資を行うことで、令和16（2034）年度の78.93%をピークに、
老朽化した管渠の更新改築を進めることにより改善する見込みです。
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5 投資財政計画 （収益的収支）
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5 投資財政計画 （資本的収支）


